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1�活火山の定義 

 日本においては、かつて活火山という用語を「噴火している火山」という意味で使い、

噴火記録があるが噴火活動を休止している火山を「休火山」、噴火記録のない火山を「死火

山」と分類していた時代があった。しかしながら、火山の活動のサイクルは長く、長らく

噴火していない火山が噴火することもある。また「活火山」と「休火山」を明確に分離す

ることは技術的には困難であることから、「休火山」、「死火山」といった分類は使わず、噴

火の可能性のある火山はすべて「活火山」とするようになった。昭和 43（1968）年に気象

庁が刊行した火山観測指針には、「日本の活火山」のリストがついており、北方領土を除く

66 活火山の概要が掲載されているが、それには、噴火記録のある火山はもとより、噴火記

録はなくとも過去 10 世紀程度までの間に噴火したことが科学的に立証されていたり、現に

噴気・地熱現象が認められたり、時には噴気活発化・地震群発などの、いわゆる火山性異

常現象が発生したりしている火山を「活火山」として選定している。 

 昭和 49（1974）年に設置された火山噴火予知連絡会は、その最初の事業として、噴火予

知研究を行うための基礎資料とするため「日本活火山要覧」を昭和 50（1975）年に発行し

た。ここには北方領土も含め、「噴火の記録のある火山及び現在活発な噴気活動のある火

山」77 火山が掲載されている。昭和 59（1984）年に発行された「日本活火山総覧」は、そ

の内容の充実・火山名の変更等が行われたが、活火山の定義や数は変更していない。 

 その後、古文書資料や地質調査等の調査研究が進み、火山噴火予知連絡会は、活火山の

定義を、「過去およそ 2000 年以内に噴火した火山及び現在活発な噴気活動のある火山」と

変更するとともに 83 火山を「活火山」として選定し、平成 3（1991）年、「日本活火山総

覧（第 2 版）」が刊行された。その後、平成 8（1996）年にはこの基準に該当する 3 火山（羅

臼岳、燧ヶ岳、北福徳堆）を追加し、活火山数は 86 火山となった。 

 しかし、数千年の長期にわたって活動を休止した後に活動を再開した火山も知られてお

り、火山学の発展に伴って過去 1 万年間の噴火履歴で活火山を定義するのが適当であると

の認識が国際的にも一般的になってきたことから、平成 15（2003）年 1 月、火山噴火予知

連絡会は、「概ね過去 1 万年以内に噴火した火山及び現在活発な噴気活動のある火山」を活

火山と定義することとした。これにより、新たに 21 火山を追加し、活火山の数は、108 と

なった。また、活火山の定義を変更したものが 2 火山ある。 

平成 23（2011）年には、北海道内の 3 火山（天頂山、雄阿寒岳、風不死岳）について、

過去１万年以内に噴火していたことを示す研究成果が発表されたため、火山噴火予知連絡

会は、これら３火山について詳細に検討を加えた結果、これらの 3 火山は活火山基準に該

当すると結論した。このうち、天頂山と雄阿寒岳の２火山については、単独峰として新た

な活火山に選定し、風不死岳については、既に活火山として選定されている樽前山に隣接

していること、及び過去の噴火活動の推移等から、両火山は一連の活火山とみなせると考

え、樽前山と風不死岳を一括して「樽前山」に含める（樽前山について活火山として認識

すべき定義を拡大する）との結論を得た。これにより、国内の活火山の数は、従来の 108

から 110 とした。本総覧では、この 110 の活火山について掲載している。 

 

 

 

 

 

はじめに 
 

活火山カタログなど火山に関する基礎的資料を整理することは、火山災害の

防止や軽減のための施策を検討するため、あるいは火山研究を推進するために

必要不可欠である。火山噴火予知連絡会は、昭和 49（1974）年に設置されて以

来、その任務の一環として、活火山の定義の見直しや選定作業を進めてきた。

その結果を受けて、気象庁は、昭和 50（1975）年に「日本活火山要覧」を刊行

し、昭和 59（1984）年にはこれを改訂し、「日本活火山総覧」を刊行した。 
初版の刊行後も、古文書や地質調査等火山学の進歩、新たな火山活動、活火

山の定義の見直し等に応じて改訂を重ね、平成 3（1991）年に、「日本活火山総

覧（第 2 版）」を刊行、より多くの方々に利用していただくために、平成 8（1996）
年には一部を改訂して一般に販売した。 

さらに、火山噴火予知連絡会は、平成 15（2003）年 1 月、国際的にも一般的

になってきていた「概ね過去 1 万年以内に噴火した火山及び現在活発な噴気活

動のある火山」を活火山と定義することとし、新たに火山を選定し、それらを

反映した「日本活火山総覧（第３版）」が平成 17（2005）年に刊行された。 
近年、火山防災に対する社会の関心が強まり、気象庁は、地元自治体等と共

同で火山防災対策の検討を進めて、平成 19（2007）年 12 月からは、防災対応

に直結した噴火警戒レベルの運用を開始し、噴火警報及び噴火予報を発表する

こととになった。また、平成 21（2009）年 2 月、火山噴火予知連絡会火山活動

評価検討会は、今後監視・観測体制の充実等の必要のある 47 火山を選定し、監

視・観測体制の強化も進められている。平成 23（2011）年 6 月には新たに 2 つ

の活火山も選定された。 
 
本書は、これらの活火山をとりまく各方面の変化に対応して、特に防災面で

の内容を充実させるとともに、新たな知見等も合わせ、編集したものである。 
編集に際しては、火山噴火予知連絡会委員をはじめ、全国の火山学者の方々

に資料提供、ご助言等、多大なご協力を賜った。また、資料収集・分析や編集

作業は、アジア航測株式会社にお願いした。ご協力頂いた全ての方々に、紙面

を借りて御礼を申し上げるとともに、内容の不備・誤り等の責任は地震火山部

火山課にあることを申し添える。 
 
平成 25 年 3 月                 
                       気象庁地震火山部火山課 

活火山総覧_第4版_01巻_p0001_p0030_巻頭部_北海道東北2k.indd   10 13.2.14   2:53:09 PM


	活火山総覧_第1巻_0010_2k

